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経験分布を用いた保守部品の生涯需要予測 
Demand Forecasting of Service Parts Using Empirical Distributions 

 
近年，製造業では新製品の投入間隔の短期化などにより部品の生産打ち切り

時期が早期化している。そのため製造メーカは，製品出荷開始から 2～3 年後

に，将来 10～20 年に必要となる部品をまとめて調達しなくてはならない。そ

の結果，需要がまだ増加傾向にある保守部品に対して生涯需要を予測しなけれ

ばならないケースが増えてきている。しかし，このようなケースでは従来の予

測手法が適用できず，担当者が個別に予測をせざるを得ないという課題があっ

た。 
本報告では，この課題を解決するため，経験分布に基づく保守部品の需要予

測手法を提案する。この手法は類似部品の過去の需要実績から予測値を計算す

るので，予測する部品の需要実績を必要としないという特徴を持つ。実データ

を利用して，従来の手法では予測できない需要が増加傾向の部品も，提案手法

により予測可能となることを確認した。 
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１．はじめに 
製造メーカでは製品の修理用に保守部品を提供してい

る。製品ユーザの顧客満足の実現のため，メーカは高い

サービスレベルを目指して保守部品の在庫を管理してい

る。その一方で，過剰在庫を削減してコストを圧縮した

いというニーズもある。そのため，適切に保守部品の需

要を予測して在庫を管理する技術が求められている。 
保守部品の在庫管理の特徴として， 

・ 在庫を持つべき期間（保守期間）が長期間である。 
・ 保守期間の終了前に部品の生産が終わる。 
の 2 点が挙げられる。例えば家電や自動車のように寿命

の長い製品では，製品出荷後十数年にわたって保守部品

の提供が続く。この間に部品の生産が打切りとなるため，

その後提供する保守部品を在庫として保有しなければな

らない。そこでメーカは，部品生産打切り時にその後の

生涯需要を予測し，需要をまかなうための保守部品をま

とめて生産あるいは調達する。これをまとめ生産・まと

め調達と呼ぶ。 
予測値が実際の需要よりも小さいと在庫が欠品する。

そうなると部品がすぐに提供できず，製品ユーザの顧客

満足が低下する。また，部品の再生産や代替製品の提供

など，欠品時の対応のためのコストが発生する。一方，

予測値が大きいと長期にわたって過剰在庫を保管し続け

ることになる。また，保守期間終了時に部品の廃棄コス

トがかかる。そのため，メーカではまとめ生産・まとめ

調達のための需要予測を適切に行い，在庫を適正化した

いという要望がある。 
ところが近年，新製品の投入間隔が短くなっているこ

となどにより，多くの部品でまとめ生産・まとめ調達の

時期が早期化している。需要には序盤，中盤，終盤と三

つのフェーズがあるが，まだ需要序盤にある部品の予測

が必要となっている。このような部品には，移動平均法

や指数平滑法のような広く使われている時系列手法を適

用できないという課題があった。 
本報告では，この課題を解決するため，経験分布に基

づく保守部品の需要予測手法を提案する。また，ある家

電メーカの実績データで評価実験を行い，従来の手法で

は予測できない需要が増加傾向の部品も，提案手法によ

り予測可能となることを確認する。 
 
２．従来手法の課題 
保守部品の需要には，図 1 に示すような以下の 3 つの

フェーズがある。 
・ 序盤：需要が増加傾向にある。 
・ 中盤：一定の需要が続く。 
・ 終盤：需要が減少し，終息していく。 
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図 1 需要のフェーズ 

 
従来，保守部品の需要予測には以下の手法が用いられ

てきた。これらの手法はいずれかの需要のフェーズ内で

予測するものであり，フェーズを超えた予測はできない。 
(1) 一般的な時系列手法 

ARMA モデル，移動平均法，指数平滑法といった時系

列手法 1)では，予測前の実績値から需要の傾向を推定し

て将来の需要を予測する。例えば Holt 指数平滑法では，

需要の増加傾向や減少傾向といったトレンドを推定する

ことができる。そのため，それぞれのフェーズで需要予

測が可能であり，直近 1 年程度の短期間の保守部品の需

要予測に広く使われている 2)。また終盤の予測手法とし

て，需要量が一定の減少率で減少していくと仮定して予

測する指数モデルがある。しかし，これらの時系列手法

では序盤の段階で中盤や終盤の需要を予測することはで

きない。 
(2) クロストン法 3) 

保守部品の需要予測に広く使われている手法であり，

中盤の間欠需要を予測する手法である。需要の発生間隔

と需要量が一定の分布に従うモデルであるため，序盤や

終盤の予測はできない。 
(3) ブートストラップ法 4) 
過去の需要実績からサンプリングを繰り返して予測値

を計算する手法である。一定の需要が続く中盤のフェー

ズであることが前提であるため，序盤や終盤は予測でき

ない。前述のクロストン法と同様，保守部品の需要予測

に使われることが多い。 
部品の生産が打ち切られ，まとめ生産・まとめ調達を

行う場合，保守部品の需要が終息するまでの生涯需要の

予測が必要となる。近年，製造メーカでは部品の生産打

ち切りが早期化していて，序盤でまとめ生産・まとめ調

達を行うケースが増えてきている。これは，新製品の投

入間隔が短くなっていることや，技術革新に伴い新しい

部品が次々と使われるようになっていることが原因と考

えられる。上記の従来手法では序盤の傾向だけで中盤や

終盤の需要の変化を予測できないため，序盤で生涯需要

を予測できない，という課題がある。 
 
３．経験分布に基づく予測手法の提案 

2 章で述べた課題を解決するために，経験分布 5) に基

づく保守部品の需要予測手法を提案する。この手法は「類

似部品の製品 1 台当たりの部品需要量は同一の確率分布

に従う」という仮説に基づく。予測では，類似部品のグ

ループについて製品 1 台当たりの部品需要量の経験分布

を構築し，その代表値から予測値を算出する。 
過去の部品需要量の実績は，データ容量や IT 化の時

期の都合により，個々の部品では 10 年前後しか取得で

きない場合が多いと考えられる。しかし，複数の類似部

品の需要量実績を使うことで，20 年以上といった長期に

わたる保守期間の需要変化をカバーすることができる。

例えば図 2 では，部品 3 件の需要量実績は 2001～2008
年の 8 年間しかない。しかし，それぞれの部品の製品出

荷開始年が異なるので，製品出荷開始からの経過年でデ

ータを並べなおすと，図の下部のように 20 年の需要変

化をカバーできる。 

図 2 部品の需要量実績 

 
このように，製品出荷開始年の異なる類似部品を同じ

グループに含めることで，各経過年の需要量の経験分布

を構築することができる。そのため，序盤の部品であっ

ても，類似部品の過去の需要実績だけから保守期間全体

の需要を予測できる。 
以下，提案手法を説明するため記号を導入する。部品

の集合を  ，製品の集合を  とする。部品  に対し

て，この部品を使用する製品の集合を   とする。

 である。  年の部品  の需要量を  ，製

品  の出荷量を  とする。部品需要量の欠損を

需要量 

時間

序盤 中盤 終盤 
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考慮するため，  が取得可能なとき 1，そう

でないとき 0 とする。製品  の出荷開始年を  

とし，部品  を使用する製品の出荷開始年のうち も早

い年を  とする。すなわち min    とす

る。また，部品  を使用するすべての製品の  年までの

累計出荷台数  を 

 

で定義する。 
次に，提案手法の予測手順を述べる。 

(1) 部品需要量の正規化 
需要量の経年変化がほぼ同じ部品でも，製品出荷量が

大きくなると，それに比例して部品需要も大きくなる。

そこで，製品 1 台当たりに正規化した部品需要量を用い

る。  年の部品  の正規化部品需要量  を以下の式

で定義する。 

 

ただし， 1 とする。 
(2) 類似部品のグループ化 
需要の傾向が類似した部品を適切にグループ化する。

グループ化の方法は業種，業態や扱う製品の種類によっ

て異なるので事前の分析が必要である。例えば，次の項

目によるループ化が考えられる。 
・ 製品種別 
・ 部品種別 
・ 部品の使用部位 
・ 部品のサイズや重量 
以下，類似部品のグループは部品の集合  の部分集合と

して与えられるものとする。 
(3) 経験分布の構築 
提案手法が前提としている仮説をより正確に述べると，

「同じグループ  の部品であれば，製品出荷開始から経

過  年目の正規化部品需要量は同一の確率分布  に従

う」となる。提案手法では，この分布  の近似として，

経験分布 

# 1
#  

を用いる。ただし，   1 1  と

する。すなわち，  は経過  年目の需要量が取得可能

なグループ  の部品全体の集合とする。また，# は集合

の要素数を表す記号である。 

(4) グループの選択 
予測対象の部品  が複数のグループに属することが

ある。その場合，経験分布の分散の総和 

Var  

が 小となるグループが も適切であると考え，そのグ

ループ  を使って予測する。ここで，  は予測したい

大の経過年，Var   は経過  年目でのグループ  の

経験分布の分散とする。 
(5) 代表値の計算 
手順(4)で選択したグループを  とする。このとき，予

測対象部品  の経過  年目の正規化部品需要量  は，

分布  に従う確率変数とみなすことができる。分布の

代表値で予測する場合，  の予測値は分布  の代表

値とすることが望ましいが，  は未知の分布である。

そこで提案手法では，経験分布  の代表値を  

の予測値として用いる。代表値には以下を用いる。 
平均値 ̂  ： 

̂
1

# 1  

中央値  ： 

 0.5 

平均値を使うと  の予測誤差の二乗の期待値を 小

化することができる 6)。しかし，異常値の影響を受けや

すいというデメリットがある。一方，中央値を使うと異

常値に影響を受けにくい頑健な予測値を算出することが

できる。計算した代表値を以下  で表す。 
(6) 需要予測値の計算 
予測対象部品  の  年の部品需要量予測値  を 

   

により計算する。ここで， 1 は部品  の  年

までの経過年とする。  は手順(5)で計算した代表値で

あり，部品  の  年の正規化部品需要量  の予測値

である。これに  年までの累計製品出荷台数  を掛

けることで，予測値を算出する。 
 
４．提案手法の評価 
提案手法により序盤に保守部品の生涯需要予測が可能

になることを確認するため，適用可能な部品件数の評価

実験を行った。実験にはある家電メーカの部品および製

品の出荷データを用いた。それぞれ以下の期間の実績デ
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ータである。 
・ 部品出荷実績：2001～2008 年 
・ 製品出荷実績：1979～2008 年 
 
評価対象となる部品の件数を表 1に示す。 
 

表 1 部品件数 

部品の種類 件数 
製品種別 X 部品種別 A 872 

製品種別 Y 部品種別 B 364 

製品種別 Z 部品種別 B 346 

製品種別 Z 部品種別 C 101 

総計 1,683 

 
4.1 予測方法 
予測期間は 2006～2008 年の 3 年間とする。 

(1) 提案手法 
3 章で述べた手順で予測する。グループ化では 35 グル

ープを作成した。代表値には，異常値の影響を考慮して

中央値を用いた。また，代表値を計算するときは，予測

対象の部品を除外して計算した。グループ内の類似部品

の数が十分でなく，代表値が計算できない場合は，提案

手法は適用できないと判断した。 
(2) 従来手法 

 年の部品出荷実績を  とする。  のとき

は，部品需要はまだ増加傾向であり，従来手法は適用で

きないと判断した。そうでないときは，終盤の予測手法

が適用できるため，従来手法が適用可能とした。 
 
4.2 適用可能な部品件数の評価 
提案手法と従来手法それぞれについて，適用可能な部

品件数を表 2 に示す。 
 

表 2 適用可能な部品件数 

（括弧内は適用不可の件数） 
部品の種類 提案手法 従来手法 
製品種別 X 
部品種別 A 

871 
(1) 

411 
(461) 

製品種別 Y 
部品種別 B 

364 
(0) 

218 
(146) 

製品種別 Z 
部品種別 B 

346 
(0) 

192 
(154) 

製品種別 Z 
部品種別 C 

99 
(2) 

56 
(45) 

総計 
1,680 

(3) 
877 

(806) 
 

提案手法で適用不可となったのは 3 件だけであり，ほ

ぼすべての部品で予測が可能であることが分かった。一

方，従来手法が適用可能なのは全体の 52.1%である。し

たがって，提案手法により従来手法より約 2 倍の部品が

予測可能になる。 
 
５．おわりに 
本報告では，序盤で保守部品の生涯需要を予測すると

いう課題を解決するため，経験分布に基づく保守部品の

需要予測手法を提案した。この手法では類似部品をグル

ープ化して，正規化した部品需要量の経験分布を構築し，

その代表値から予測値を算出する。そのため，序盤の部

品でも類似部品の需要実績から将来の需要を予測できる。 
近年の保守部品のまとめ生産・まとめ調達の早期化に

より，在庫管理の現場では従来の予測手法が適用できず，

担当者の経験に頼った需要予測が行われているのが現状

である。本報告では家電メーカの実データを使った実験

により，提案手法がまとめ生産・まとめ調達の早期化に

対応できる予測手法であることを確認した。この手法に

より，保守期間の序盤であっても担当者の経験の有無に

よらず過去の需要実績を基にした在庫量を決定できるよ

うになる。これにより，保守部品の在庫適正化が期待さ

れる。 
提案手法で予測精度をさらに向上するためには，部品

を適切にグループ化する必要がある。この課題を解決す

るため，部品グループの自動 適化の技術に今後取り組

んでいく予定である。 
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